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要旨：RC 構造物の局所損傷と全体損傷の関係に着目し，既報の RC 造柱ならび十字型架構の実験を再検証し

た。その結果，RC 造柱においては，ひび割れ幅（曲げ，せん断）を用いて塑性率や耐力低下率などの全体応

答を推定できることを示した。また，十字型架構においては，構成部材である梁端部の応力中心間距離の減

少が架構全体の耐力低下に顕著な影響を与えており，その減少傾向が実測可能な剥落領域長さの変化と関係

性が高いことを示した。 
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1. はじめに 

国内では，損傷評価手法として「鉄筋コンクリート造

建物の耐震性能評価指針（案）・同解説」1)(以下，耐震性

能評価指針)や「既存鉄筋コンクリート造建物の耐震診断

基準・同解説」2)(以下，耐震診断基準)および「震災建築

物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」3)(以下，

被災度区分判定基準)等の規基準が整備されている。一方，

海外でも PEER が提案する構造物の性能評価に関する方

法論 4)の中で，損傷評価が経済的な損失評価に至るまで

の重要なステップとして位置付けられている。 

 従来の損傷評価手法 5)6)の多くは，構造物全体の損傷を

層の損傷に基づいて決定し，層の損傷を部材の損傷に基

づいて決定する。これは，局所損傷と全体損傷の考え方

に基づいている。しかし，従来の損傷評価法においては，

局所損傷と全体損傷の関係に関する検討が十分でない。 

 部材の損傷評価に関しては，既往の研究の多くは Park

ら 7)の手法に代表されるように，塑性率やエネルギー吸

収能力に基づいて行われている。これらは部材全体の応

答値であり，これらの応答値に影響を及ぼす局所的な損

傷については十分な議論が行われていない。耐震性能評

価指針や被災度区分判定基準にはひび割れ幅が計測可

能な局所損傷として導入され，部材の耐震性能低下係数

や損傷度との関係が導かれている。しかし，せん断破壊

が生じる部材に関する検討が不足している状況である。 

 一方，層の損傷を部材損傷に基づいて評価する場合，

層の損傷が全体損傷，部材の損傷が局所損傷となる。こ

の場合，部材損傷の重み付き平均を用いたり，損傷度ご

とに部材の比率を求め，それに応じて層の損傷を定める

手法が提案されている。しかし，重み付けの方法や比率

の決定方法など検討すべき点が多く残されている。 

本研究では，局所損傷が全体損傷に及ぼす影響に関す

るケーススタディとして，既報の RC 造柱 8)および十字

型架構 9)の実験を損傷評価の観点から再検証する。特に，

実測可能な局所損傷であるひび割れ等に着目し，それら

が部材および層の損傷に及ぼす影響について検討する。 

 

2. 部材の局所損傷と全体応答の関係 

2.1 実験概要 

ここでは，既報の RC 造柱の静的正負交番水平載荷実

験 8）を再検証する。図－1 に試験体概要を示す。試験体

の破壊モードは，曲げ降伏後にせん断破壊を起こす FS

試験体およびせん断破壊を起こす S 試験体である。図－

2 に水平荷重－部材角関係を示す。また，試験体の損傷

状況を図－3に示す。FS 試験体では，部材角 R=0.2%時 
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に部材端部に曲げひび割れが発生した。R=0.5%時には主

筋の引張降伏が起こり，柱頭柱脚部に曲げせん断ひび割

れが発生した。その後，せん断ひび割れが拡大し，R=0.9%

時にせん断補強筋が降伏して最大耐力を迎えた。その後，

緩やかな耐力低下を示し，終局に至った。一方，S 試験

体では，R=0.4%時に柱脚および柱頭にせん断ひび割れが

発生した。最大耐力は正側で R=0.6%，負側で R=-0.5%で

あった。R=0.5%時にはせん断補強筋が降伏し，部材全長

に渡るせん断ひび割れが発生した。その後，急激な耐力

低下を示し，軸力支持限界に至った。 

 また，実験中は，スキャナおよびデジタルカメラを用

いて試験体の破壊状況の画像を取得した。なお，高解像

度の画像が取得できるスキャナはひび割れ幅の計測に

用い，デジタルカメラは試験体の変形成分（曲げ，せん

断）を算出するために使用した。なお，デジタルカメラ

は，設置角度による誤差を除去するため，試験体表面中

央に対してカメラが上下左右方向に角度を持たないよ

うに設置し，試験体を定点観測した。 

 図－4 に本研究におけるひび割れ幅の定義を示す。せ

ん断ひび割れに関しては，ひび割れ直交方向の幅の最大

幅をせん断ひび割れ幅 WS とし，各せん断ひび割れ幅の

合計を合計せん断ひび割れ幅 ΣWS とする。一方，曲げひ

び割れ幅に関しては，断面の最外縁におけるひび割れ幅

の最大幅を Wf とし，各曲げひび割れ幅の合計を合計曲げ

ひび割れ幅 ΣWf と定義した。これ以降，ΣWSをせん断ひ

び割れ幅，ΣWf を曲げひび割れ幅と呼ぶことにする。 

試験体の変形成分の算出においては，試験体表面にプ

ロットした測定点に基づいて，実験より測定した水平変

形(δ)をせん断変形成分(δshear)と曲げ変形成分(δflex)に分離

する。図－5 に測定点位置および計測 1 区間の測定点間

距離に基づくせん断変形成分算定モデルを示す。なお，

計測区間は，FS 試験体が 3 区間，S 試験体が 2 区間であ

り，これはデジタルカメラの撮影範囲に基づいている。

このモデルを利用して，変形前後の対角線の相対変位か

ら 1 区間あたりのせん断変形成分(δs)を算出し，各区間の

δs 値を合計することによって δshear を算出する。一方，曲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

げ変形成分(δflex)は水平変形(δ)からせん断変形成分(δshear)

を差し引くことで算出した。 

2.2 FS 試験体における局所損傷と全体応答の関係 

 曲げ降伏後にせん断破壊する FS 試験体の全体応答に

影響を及ぼす局所損傷として，曲げひび割れ，せん断ひ

び割れ，曲げ変形成分，せん断変形成分を考える。なお，

ひび割れ幅に関しては，残留ひび割れ幅と載荷時ひび割

れ幅が考えられるが，図－6 に示すように両者の間には

良好な関係性が認められるため，ここでは載荷時ひび割

れ幅を用いることにする。また，各ひび割れ幅と変形成

分の関係(図－7)も同じく良好な関係性が見られるため， 
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図－2 水平荷重－部材角関係 

図－4 ひび割れ幅の定義 

図－5 せん断変形成分算出モデル 

図－3 試験体の損傷状況 
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載荷時のひび割れ幅に着目して全体損傷との関係につ

いて検討を進めることにする。 

一方，全体応答としては，部材角，規準化塑性率(（µu

－µ）／µu)，耐力低下率(Qi／Qmax)，剛性低下率(Ki／K)，

耐震性能低下係数 η を取り上げる。ここで，µ：塑性率(=

最大応答変形／降伏時変形)，µu：終局塑性率(=終局変形

／降伏時変形)，Qi：せん断力，Qmax：最大耐力，Ki：再

負荷時剛性，K：初期剛性である。なお，塑性率を規準

化した理由は，異なる破壊モードを有する部材に対して

同等の評価を行うためである。また，本研究では便宜的

に終局変形を最大耐力後に 4 割まで耐力低下した点 

(R=5.0%)と設定した。 

 図－8 に曲げひび割れ幅と各全体応答との関係を示す。

いずれの全体応答も，曲げひび割れ幅と高い関係性が確

認できる。部材角，規準化塑性率および耐震性能低下係

数は直線で，耐力低下率は 2 次関数で，剛性低下率は対

数曲線で近似が可能である。また，正側と負側の相違も

ないことから，曲げひび割れ幅を計測することにより，

柱の全体応答を予測できる可能性がある。特に，部材角

や塑性率といった変形応答を予測できることは，層の応

答を予測する上でも有意である。しかし，ひび割れ幅と

全体応答の関係は静的繰返し実験結果を基に算出して

いるため，今後は地震動のような正負非対称な損傷を受

けた場合の検討が必要である。 

 図－9 にせん断ひび割れ幅と各全体応答との関係を示

す。曲げひび割れ幅同様，いずれの全体応答もせん断ひ

び割れ幅と高い関係性が確認できる。また，耐力低下率

や耐震性能低下係数においては，せん断補強筋の降伏と

対応するせん断ひび割れ幅 1.5mm 近辺で低下度合いが

一時的に顕著になるとともに，正側と負側の傾向が異な

り始めている。 

2.3 S 試験体における局所損傷と全体応答の関係 

 せん断破壊を起こす S 試験体の局所損傷としては，せ

ん断ひび割れ幅，せん断変形成分を考える。FS 試験体と

同様に，残留せん断ひび割れ幅－載荷時せん断ひび割れ

幅関係および載荷時せん断ひび割れ幅－せん断変形成

分関係には高い関係性が確認されたため，載荷時せん断

ひび割れ幅に着目する。一方，全体応答（損傷）は，FS

試験体と同じとする。また，S 試験体では塑性率(=最大

応答変形／最大耐力時の変形)，終局塑性率(=終局変形／

最大耐力時の変形)とした。なお，終局変形は軸力保持限

界時の変形(R=2.2%)を終局変形と設定しており，FS 試験

体と同様に最大耐力後に 4 割まで耐力低下した点である。 

 図－10 にせん断ひび割れ幅と各全体応答との関係を

示す。FS 試験体同様，せん断ひび割れ幅と全体応答の関

係性は高く，部材角，規準化塑性率および耐震性能低下

係数は概ね直線で，剛性低下率は対数曲線で，耐力低下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

率は 2 次関数で近似が可能である。 

2.4 FS 試験体と S 試験体の比較・考察 

 破壊モードが異なる 2 体の試験体に対して，曲げひび

割れ幅およびせん断ひび割れ幅を局所損傷として設定 

すれば，部材の全体応答を推定可能であることが確認で

きた。このことは，例えば被災した建物において，柱の

曲げおよびせん断ひび割れ幅を計測することにより，概

ねその残余性能を評価できる可能性を示しており，損傷

評価においてひび割れ幅を利用することの妥当性が確

認できる。また，せん断ひび割れ幅と全体応答（損傷）

の関係は，若干のバラつきは認められるものの，剛性低

下率を除けば破壊モードによらず評価式を統一できる

可能性が高いと考えられる。 

図－6 載荷時ひび割れ幅－残留ひび割れ幅関係 

図－7 載荷時ひび割れ幅－変形成分関係 

図－8 曲げひび割れ幅－全体応答関係 

残留ひび割れ幅(mm)

載
荷

時
ひ

び
割

れ
幅

(m
m

)

0.0 

1.0 

2.0 

3.0 

4.0 

0.5 1.0 1.5

正側

負側

せん断ひび割れ

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 

曲げひび割れ

0.0 

正側

負側

せん断ひび割れ幅 (mm)

0.4 

0.8 

1.2 

1.6 

2.0 

2.4 

0.0
2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 0.0

正側

負側

せ
ん

断
変

形
角

(%
)

曲
げ

変
形

角
(%

)

曲げひび割れ幅(mm)

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 

正側

負側

0.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 

曲げひび割れ幅(mm)

部
材

角
(%

)

正側

負側

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 

曲げひび割れ幅(mm)

耐
力
低
下

率

正側

負側

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 

曲げひび割れ幅(mm)

規
準
化
塑

性
率

正側

負側

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 

曲げひび割れ幅(mm)

耐
震

性
能

低
下
係
数

η

正側

負側

曲げひび割れ幅(mm)

剛
性
低
下

率

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 

正側

負側

A

B

C

D

E

F

A

B

C

D

E

F

A

B

C

D

E

F

A

B

C

D

E

F
B

C

F

水
平

荷
重

P
(k

N
)

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

-6 -4 -2 0 2 4 6

部材角R(%)

FS試験体
A

B
C

DF
E

-921-



3. 部材損傷と層の応答の関係 

3.1 実験概要 

 ここでは，既報の RC 造柱梁接合部実験 9）を梁－柱－

接合部パネルからなる十字型架構の実験として再検証

し，層の応答と部材損傷の関係について検討する。 

 図－11に試験体概要を示す。試験体は無偏心柱梁接合

部試験体であり，梁に載荷する方式で正負繰返し載荷実

験を行った。また，スキャナおよびデジタルカメラを用

いて試験体の破壊状況の画像を取得し，ひび割れ幅およ

び接合部パネルのせん断変形を算出した。 

 図－12 に層せん断力－層間変形角の関係，図－13 に

試験体の損傷状況を示す。層間変形角 R = ±0.2%時に梁 

に数本の曲げひび割れが発生し，R = ±0.4%時に接合部に

せん断ひび割れが発生した。その後，接合部せん断補強

筋の降伏（R=+0.8%），梁主筋の引張降伏（R=+1.3%）が

起こった。また，R=±2.0%で梁端部における圧壊が発生

した。正負ともに R=2.0%にて最大耐力に達しており，

正側で 147kN，負側で-139kN であった。最大耐力到達以

後は緩やかな耐力低下を示し，正負ともに主要な接合部

せん断ひび割れが拡幅し，柱部分にまで進展した。梁端

部における圧壊も進展し，同時に剥落が発生した。破壊

モードは曲げ降伏後の接合部せん断破壊（BJ モード）で

あると考えられる。 

3.2 十字型架構の各部の損傷 

柱，梁，接合部パネルによって構成される十字型架構

において，各部材の損傷が架構の全体応答に及ぼす影響

を検討する。ここでは，特に架構の全体応答として耐力

低下率に着目する。 

3.2.1 梁の損傷 

 図－14 に梁に作用するせん断力－部材角関係を示す。

梁は最大耐力に到達した後，緩やかな耐力低下を示して

いる。これは，塩原ら 10)が指摘しているように，接合部

内の梁主筋の付着劣化によって圧縮側主筋の引張転化

が起こり，梁端部での応力中心間距離が減少することに

起因していると考えられる。このことは，筆者らの既往

の研究 11)においても，FEM 解析によって確認されている。

実験結果より次式を用いて応力中心間距離を求めた。 

� = ��/(∑�	･
�)            (1) 

ここで， Mb：梁危険断面位置のモーメント，at：梁主筋

断面積，σS：梁主筋応力度である。梁主筋応力度は，す

べての梁主筋危険断面位置に貼付したひずみゲージの

値を Ciampi モデル 12)によって応力変換し求めた。図－

15 に実験結果から求めた梁端部の応力中心間距離の変

化を示すが，変形の増大に伴って減少する傾向が確認で

きる。また，応力中心間距離と梁の耐力低下率には高い

関係性が確認できる（図－16） 

 しかし，このような梁端部における応力中心間距離の

変化を実際に求めることは困難である。そこで，応力中

心間距離に置き換えることが可能な関係性の高い局所

損傷を検討する。図－17に応力中心間距離－梁端部にお

ける剥落領域長さ関係を示す。剥落領域長さは，梁端部

の圧壊に伴ってかぶりコンクリートが剥落した領域に

おける梁せい方向の長さを計測したものである。両者の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 せん断ひび割れ幅-全体応答関係 

図－10 せん断ひび割れ幅-全体応答関係 
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関係性は高く，応力中心間距離の変化を剥落領域長さの

変化に置き換えても，耐力低下率との関係を良好に表現

することができた（図－18）。 

3.2.2 柱の損傷 

 図－19 に柱に作用するせん断力－層間変形角関係を

示す。梁同様，最大耐力後に緩やかな耐力低下が確認さ

れるが，柱の上下でやや異なる傾向が確認できる。柱に 

は，曲げひび割れや，接合部パネルに生じたせん断ひび

割れが進展した縦ひび割れが発生した。図－20にこの縦

ひび割れ幅と柱の耐力低下率の関係を示す。概ね両者は

対応しているが，関係性が高いとは言い難い。また，柱

の主筋や帯筋が降伏しておらず，明確なせん断ひび割れ

が生じていないことから考察すると，柱に見られる耐力

低下は，梁の耐力低下に伴って入力されるせん断力が減

少したことが原因であると考えられる。 

3.2.3 接合部パネルの損傷 

接合部パネルの損傷を評価するにあたり，接合部せん

断力と接合部せん断変形の関係を求める。既報 9)の通り，

以下の式を用いて接合部せん断力を評価した。 

 �ｊ = ∑ �	
� + ∑ �	
′ 
�

′ − ��   (2) 

ここで，at，at’：梁上端および下端主筋の断面積，σs，σs’：

梁主筋引張応力度，Vc：層せん断力である。一方，接合

部せん断変形角は図－5 に示したせん断変形算定モデル

を利用し，試験体表面にプロットした測定点に基づいて，

変形前後の計測区間の対角線の相対変位を画像計測よ

り求めて算出した。図－21に接合部せん断力－接合部せ

ん断変形角関係を示す。接合部パネルにおいては耐力低

下が生じていないことが確認できる。最も顕著にせん断

ひび割れが発生した接合部パネルにおいて耐力低下が

確認されないということは，ひび割れ幅を損傷評価に適

用する際の注意点を与えていると考えられる。すなわち，

RC 構造物の表面に現れるひび割れは，損傷に対して有

意なものだけではないことを示しており，損傷評価の際

には有意なひび割れを特定する手段が必要であると考

えられる。 

3.2.4 十字型架構の損傷評価に関する考察 

 十字型架構の各部（梁，柱および接合部パネル）の損

傷を検討した結果，十字型架構の耐力低下に関しては梁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の影響が顕著であると考えられる。このことは，図－22 

に示す梁端の剥落領域長さ－十字型架構の耐力低下率

関係を見ても明らかである。 

 今回の検証結果は，十字型架構という限られた範囲の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 試験体概要 

図－12 層せん断力－層

間変形角関係 

図－14 梁せん断力－層

間変形角関係 

図－15 応力中心間距離

の変化 

図－16 耐力低下率－応

力中心間距離関係 

図－13 試験体の損傷状況 
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結果ではあるが，有意な局所損傷を評価することにより

架構全体の応答を評価できることを示している。したが

って，部材や層の損傷は，様々な局所損傷を平均的に評

価するのではなく，部材や層の損傷に顕著な影響を及ぼ

す局所損傷を抽出し，その影響度合いに応じて適切な重

み付け手法を検討する必要がある。また，今回の検討に

おいては，計測可能な局所損傷に基づいて損傷量と応答

の検討に重点を置いたが，地震入力の影響に対する考察

も必要不可欠である。今後は，多層構造物において地震

入力－応答－損傷量の関係に着目し，部材－層－構造物

全体の損傷の関係性について検討する必要がある。 

 

4. まとめ 

(1) 曲げ降伏後のせん断破壊型およびせん断破壊型の

RC 柱においては，ひび割れ幅（曲げ，せん断）を

用いて塑性率や耐力低下率などの全体応答を推定

できる 

(2) 曲げ降伏後にせん断破壊する十字型架構において

は，梁端部の応力中心間距離の減少が架構全体の耐

力低下に顕著な影響を与え，その減少傾向は実測可

能な剥落領域長さの変化と関係性が高い。 

(3) 今後，部材や層の損傷に影響を及ぼす局所損傷を抽

出する手法ならびにその影響度合いに応じて適切

な重み付けを行う手法を確立する必要がある。 
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図－17 剥落領域長さ－

応力中心間距離関係 

図－18 剥落領域長さ－

耐力低下率関係 

図－20 耐力低下率－縦

ひび割れ幅関係 

図－19 柱せん断力－層

間変形角関係 

図－21 接合部せん断力

－せん断変形角関係 

図－22 十字型架構の耐

力低下率－剥落領域長さ

関係 
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